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平成 18年度における地方雇用保険監察官が行 う監察 ･監査について

地方雇用保険監察官が行 う監察 ･監査については､｢地方雇用保険監察官が

行 う監察 ･監査実施要領｣及び ｢地方雇用保険監察官業務必携｣(平成 18年

4月)を基本として行 うものとするが､平成 18年度の監察 ･監査の基本方針

及び重点事項を､下記のとおり定めたので､都道府県労働局においては､前年

度の監察結果､その他地域の実情に即した事項を加えるなど､効果的､効率的

な監察 ･監査を計画的に実施し､雇用保険業務及び労働保険適用徴収業務の適

正な運営に反映されるよう配慮されたい｡

記

1 監察 ･監査の基本方針

最近の雇用失業情勢は､厳しさは残るものの､引き続き改善しているとこ

ろであるが､雇用保険制度については､厳しい財政状況や雇用就業形態の多

様化の進展等制度をめぐる諸情勢に的確に対応 し､将来にわたりセーフティ

ネットとしての安定的な運営を確保していくため､給付業務については､雇

用保険受給資格者(以下 ｢受給資格者｣という｡)の早期再就職の促進及び失

業認定業務の厳正かつ的確な実施を図ること､適用業務については､事業主

が行う手続の利便性をできる限り向上させる中で､あわせて､手続内容の正

確性も確保することが必要である｡

-ト



また､適用促進の面では､私立学校教員の加入手続を確実に完了させる必

要がある｡

さらに､基本手当､教育訓練給付等の不正受給の防止及び厳格な対処等を

進める必要があるO

こうした中で､雇用保険業務に関する事務及び労働保険適用徴収業務に関

する事務に係る実施状況の監察を通じて､業務運営の現状を点検し､効果的

な業務の推進を図り､制度の適正な運営に資することは極めて重要であり､

この点を踏まえた効果的かつ効率的な監察 ･監査を実施することとする｡

特に､本年度の監察は､受給資格者の早期再就職促進状況､私立学校教員

-の雇用保険の適用促進状況及び雇用保険制度の安定的運営の確保､とりわ

け的確な失業認定業務の実施状況を最重点課題として実施すること0

2 重点事項

(1) 雇用保険受給資格者の早期再就職の促進状況

イ 基本手当の支給残目数を所定給付日数の3分の2以上残して早期に再

就職する者の数値目標等の設定状況について監察すること｡

ロ 求職活動支援対象者及び早期あっせん対象者の選定､職業相談部門と

雇用保険部門との連携状況並びに就職支援セミナー､再就職支援プログ

ラム及び就職実現プランの実施状況など受給資格者の早期再就職促進対

策の実施状況について監察すること｡

ハ 主に民間需給調整機関を利用することを希望した受給資格者の早期再

就職促進等の観点からの職業相談部門と雇用保険部門との連携状況及び

早期再就職促進対策の実施状況について監察すること｡

(2) 雇用保険給付関係業務の運営状況

イ 求職活動実績を踏まえた失業の認定業務の運営状況について監察し､

併せて不正受給防止対策の確立状況について監察すること｡

ロ 離職票に基づく離職理由の判定等における客観的資料の確認､本人 ･

事業主からの聴取及び審査会議の開催等の状況について監察することO

ハ 求職活動実績めサンプリング調査､教育訓練給付の支給審査業務にお

けるサンプリング調査を含む基本手当及び教育訓練給付等の各種調査等

の実施による不正受給防止対策の実施状況について監察すること0

ニ 返納金債権及び納付命令に基づく損害賠償債権の回収状況について監

察すること｡



(3) 雇用保険適用関係業務の運営状況

イ 電子申請により行 う届出に係る照合省略の仕組み (事後のサンプリン

グ調査を含む)の運営状況について監察すること｡

ロ 雇用保険の被保険者となるべき私立学校教員についての資格取待届の

受理及び処理について監察すること｡

ハ 離職証明書の確認において､特定受給資格者に係る客観的資料等に基

づく離職区分等に係る確認の実施状況について監察することO

ニ 遡及適用等の処理に係る事業所調査の実施状況について監察するこ

とO

(4) 個人情報の管理の状況

雇用保険業務に係る保有個人情報の管理の徹底や職員の意識啓発､各所

ごとに策定している保有個人情報管理規程の周知徹底を図ること等の､雇

用保険業務に係る保有個人情報の管理の状況について監察すること0

(5) 労働保険適用促進対発の実施状況

未手続事業の把握 ･解消に向けた取組状況､中長期的な展望に立った年

次別の具体的な適用促進計画に基づく取組状況等について監察することo

(6) 労働保険事務組合における保険料納付状況

イ 労働保険料の適正な申告及び納付の状況について監査することO

ロ 高額滞納事務組合及び急激に収納率が低下している事務組合における

滞納保険料の内容について監査すること｡

(7) 会計事故防止対策の実施状況

職業安定監察官との連携のもとに､雇用保険業務に関する会計事故防止

対策の適正な執行を図るために､どのような対策が立てられているかにつ

いて監察すること｡


